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   都道府県 

各 指定都市 障害福祉関係主管課 御中 

   中 核 市 

 

厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

利用者負担に係るＱ＆Ａの送付について 

 

 

 平素より、障害福祉行政にご尽力をいただき厚く御礼申し上げます。 

今般の特別対策事業に関し、特に問い合わせの多い事項について、別添のとおり整理し

ましたので、御了知の上、適切に取り扱われるようお願いいたします。また、都道府県に

おかれましては、貴管内市（区）町村に周知いただくよう、よろしくお取り計らい願いま

す。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部  
障害福祉課 企画法令係

電話：03-5253-1111（内線 3092・3148）

 



利用者負担に係るＱ＆Ａ 
平成１９年３月２８日 

Ｑ 通所施設・在宅サービスの１／４軽減の際の資産要件で、「申請者と主たる生計維持

者が、一定の不動産以外の固定資産を有さないこと。」とあるが、自営業を営んでいる

ために、田畑や理容店・八百屋など生業用の資産を有している場合の判断如何。 

 
Ａ 家計を維持するために最低限必要な資産として市町村が判断するものであれば、資

産に含めなくても差し支えない。 
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